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本県は、全国に１０年先行して高齢化が進展しており、今後、さらに人口の自然減、少子高齢化が見込まれる中、産業振興計画では、人口の社会増を目標に掲げ、取り組みを進めている。

今回行った試算から、移住による経済波及効果等が一定見込まれており、また、本県は移住希望者に対して訴求できる強みがあること、さらには、全国的な背景から移住に関する環境が変化してきたことなどを踏まえると、
移住の促進は、地域の人材確保だけでなく、本県経済の活性化の面からも、大きな効果をもたらすものと考えられる。

このため、全国的な少子高齢化の進展を脅威と捉えるのではなく、将来にわたっての持続的な発展を実現する機会と捉え、課題先進県として課題に真正面から向き合い、移住促進策を強化することによって、本県の「産
業振興」「健康⻑寿県づくり」「中心部の賑わいづくり」「中山間対策」などを有機的に結び付け、経済活性化に繋げる仕組みづくりを、官民一体となって進めていく。

背景・
狙い

１ 移住促進の効果等

１

①経済波及効果等の試算 「移住による経済波及効果等（試算） ⇒ 夫婦50組(100名)の移住で 『６５億円』」 ②本県の強み
○「リタイアメント層」や「若者を含む⼀般の⽅々」に、本県の都市部や
中⼭間地域に移住していただくことは、『担い⼿の確保』という地域に
とっての有効性がある。

○⼀⽅、本県は移住希望者に対して訴求できる次の強み等があるものと考
えられる。

③全国的な背景（「機会（Opportunities）」）
機会

サービスを担う若者
が必要（働く場）

（強み等の例）

◆若年層が移住した場合には、さらに大きな経済波及効果等が期待できる

その他にも、訴求できる強みが・・・
◆安らぎやいやしの空間、全国的に評価の高い農水産物など、健康志向にフィットした環境
◆「日本一の健康長寿県構想」による『高知型福祉』の推進



２

大 都 市 圏 等

〔買い物〕

〔交通・輸送〕

〔住居〕

〔ヘルスケア〕

●中⼼市街地の現状
・居住⼈⼝の減少
・魅⼒低下に伴う来街者の減少
・賑わい（回遊）の低下
・空洞化（空き店舗の増加等）

●切り⼝（⼈⼝減少、⾼齢化の進展）
・⾼知県⼈⼝(2010年)764,596⼈→(2035年推計)596,229⼈
・⾼齢化率（2010年） 28.8％→（2035年推計）37.4％
・⾼齢者⼈⼝（2010年）218,148⼈→（2035年推計）222,909⼈

※⾼齢者⼈⼝のピークはH32推計の244,952⼈

［産業⾯］
・事業活動の停滞
・雇⽤の減少
［⽣活⾯］
・地域の連帯感の喪失
・買い物難⺠の増加

［新たな拠点施設の整備］
●新図書館（H27開館予定）
●新資料館（H26年度中開館予定）
●永国寺キャンパス（H27.4〜）
◆新しい商業核創造のための

⺠間再開発の動き

〔世代間交流〕

まちづくりの方向性

●コンパクトシティ ●快適で暮らしやすいまち
●健康都市 ● ・・・・・・・・・・・

？

〔移住〕

〔観光〕

〔外商(曜⽇市・てんこす等)〕〔おしゃれ(
服飾・美容)〕

●新たなビジネス
チャンスの増加
（ニーズの増加）

●学⽣・来訪者
の増加

●学びの機会の
増加

●⼤学の社会貢献
●図書館のビジネ
ス情報提供

＜経済団体との中⼼市街地をフィールドにした「まちづくり」に関する意⾒交換のイメージ＞

中 山 間 地 域

＜若者＞ ＜⾼齢者＞

移住移住

都 市 部

【移住促進策の抜本強化】
＜これまでの取組み＞ ＜強化する視点＞

リタイアメント
層の移住促進に
より若者の働く
場が創出

【図書館】

○都市部での移住相談会
○移住・交流コンシェルジュ

による相談対応
○クラインガルテン
○高知ふるさと応援隊 等

○アクティブな情報発信・ＰＲ
○動機付け（能力の発揮）による促進策
の強化
役割付き、活動施設付き、仕事付き
等

○ ・・・・・・・・・
○ ・・・・・・・・・

地
域
間
交
流

これまでの取
組に加えて

２ 移住促進の進め⽅のイメージ
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